
令和５年度
指定障害福祉サービス事業者等集団指導

相談系説明項目
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障害福祉課ゆうあい係

１ 情報共有の徹底・適切な対応 ６ 秘密保持

２ 人員基準等の毎月の確認 ７ 情報公表制度

３ 申請・変更・廃止等の手続 ８ 業務管理体制の整備

４ 相談支援従事者現任研修 ９ 意思決定支援ガイドライン

５ サービス提供拒否の禁止



１ 情報共有の徹底・適切な対応について

• 運営規程

• 付表１２，１３

（営業時間、対象者、その他の費用など）

• 利用者との契約の際の重要事項説明書

• サービス等利用計画
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実地指導での指導内容、請求エラー内容を見ると変更届出
が提出されていない内容の請求がされていたり、人員基準を
満たしていない例などが見られた。

→以下の情報を確認するとともに、事業所内の

従業員での情報共有を図る。



２ 人員基準等の毎月の確認について

• 別紙１（介護給付費等の算定に係る体制等
状況一覧表）

• 別紙２（従業者の勤務の体制及び勤務形態
一覧表）

• 別紙２－３（前年度平均利用者数）
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H30年度から相談支援専門員の標準担当件数
(35件/月)が設定されていますので、利用状況
の把握を行ってください。



３ 申請・変更・廃止等の手続について

（１）指定申請、更新申請

・・・事業開始（更新）予定日の２か月前まで

（２）廃止届、休止届・・・１か月前まで

（３）再開届・・・再開の日から１０日以内
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提出期限を厳守してください。



（４）変更届

①介護給付費に関するもの以外

・・・変更のあった日から１０日以内

②介護給付費に関するもの

毎月１５日以前・・・翌月から算定

毎月１６日以降・・・翌々月から算定

算定要件を満たさなくなった場合

→変更または終了の届出を速やかに
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提出期限を厳守してください。

３ 申請・変更・廃止等の手続について



４ 相談支援従事者現任研修

・初任者研修を修了した年度の翌年度を初年
度として、５年ごとの年度末までに１回以上修
了する必要あり。

・修了しないと相談支援専門員の資格が失効。
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５ サービス提供拒否の禁止について

【提供を拒む正当な理由】
①当該事業所の現員からは利用申込みに応じきれない場合
②利用申込者の居住地が当該事業所の通常の事業実施地域外で
ある場合
③当該事業所の運営規程において主たる対象者とする障害の種類
を定めている場合であって、これに該当しない者から利用申込みが
あった場合
④その他利用申込者に対し自ら適切なサービスを提供することが
困難な場合
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・事業者は、原則として利用申込みに対して応じ
なければならない。

・特に障害支援区分や所得の多寡を理由にサー
ビスの提供の拒否を禁止したもの。



６ 秘密保持について

• 従業者の秘密保持義務について、在職中及び退職
後における秘密保持義務を職業規則又は雇用契約
書、誓約書等に明記すること。

• 利用者及びその家族から個人情報の利用について
同意を得ておくこと。
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・正当な理由がなく、その業務上知り得た利用者
又はその家族の秘密を漏らすことがないよう、必
要な措置を講じなければならない。

・他の事業所へ利用者等の情報を提供する際は、
あらかじめ文書により利用者等の同意を得ておか
なければならない。



７ 情報公表制度について

【主旨・目的】
○障害福祉サービス等を提供する事業所数が大幅に増加す
る中、利用者が個々のニーズに応じて良質なサービスを選択
できるようにするとともに、事業者によるサービスの質の向上
が重要な課題となっている。

○このため、平成２８年５月に成立した障害者総合支援法及び
児童福祉法の一部を改正する法律において①事業者に対し
て障害福祉サービスの内容等を都道府県知事（※）へ報告す
ることを求めるとともに、②都道府県知事（※）が報告された
内容を公表する仕組みを創設し、利用者による個々のニーズ
に応じた良質なサービスの選択に資すること等を目的とする。

（平成３０年４月施行）

※鹿児島市の場合は市長。
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【公表の方法】

ＷＡＭ ＮＥＴ（ワムネット：独立行政法人福祉医療機構
の総合情報サイト）の「障害福祉サービス等情報公表
システム」において公表。

【報告の方法】

事業所が直接情報公表システムにログインし入力

【報告時期】

毎年５月に情報公表の内容について更新すること。
（新規事業者は指定後１月以内に報告）

※今年度の更新手続きをしていない事業所は、速やかに

更新してください。

なお、更新後の公表内容の変更は、随時、報告してください。 10

７ 情報公表制度について
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８ 業務管理体制の整備について

事業所等の所在地 届出先

（１） すべての事業所等が、鹿児島市内に所在する場合 鹿児島市

（２） すべての事業所等が、鹿児島県内に所在する場合（上記
（１）を除く）

鹿児島県

（３） すべての事業所等が、複数の都道府県に所在する場合 厚生労働省

事業所数 ※１ 届出事項

１以上２０未満 ①法令順守責任者の専任

２０以上１００未満 ①及び②法令遵守規程の概要

１００以上 ①、②及び③業務執行の状況の監査の方法の概要

【趣旨】

事業者等は、事業の適正な運営を確保するため、法令順守等の業務管理
体制を整備し、関係行政機関に届け出ることになっている。

まだ提出していない法人、または届出内容に変更のあった法人はすみや
かに届出を行ってください。（詳しくは市ホームページを参照）

【届出先】

【整備する業務管理体制の内容】 ※１ 事業所の数はサービス種類ごとに数える。



９ 意思決定支援ガイドライン
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自ら意思を決定することに困難を抱える障害者が、日常生活や社会生活に関
して自らの意思が反映された生活を送ることができるように、可能な限り本人が
自ら意思決定できるよう支援し、

本人の意思の確認や意思及び選考を推定し、支援を尽くしても本人の意思及
び選考の推定が困難な場合には、最後の手段として本人の最善の利益を検討
するために事業者の職員が行う支援の行為及び仕組みをいう。

障害者本人の判断
能力の程度について
の慎重なアセスメント
が重要

本人の
判断能力

①日常生活における
場面（食事、外出、余
暇活動 等）
②社会生活における
場面（自宅→GH、施
設→地域等への移行
等

意思決定が
必要な場面

・本人に関わる職員や
関係者による人的な
影響
・環境による影響
・本人の経験の影響

人的・物理的環境
による影響

意
思
決
定
を
構
成
す
る
三
要
素

（１）意思決定支援とは・・・
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（２）意思決定支援の基本的原則

① 本人への支援は、自己決定の尊重に基づき行うこと
② 職員等の価値観においては不合理と思われる決定でも、他者への権利を

侵害しないのであれば、その選択を尊重する姿勢が求められる
③ 本人の自己決定や意思確認がどうしても困難な場合は、本人をよく知る関

係者が集まり、本人の行動に関する記録やこれまでの生活史、人間関係等
の様々な情報を把握し、根拠を明確にしながら本人の意思及び選好を推定
する

（３）最善の利益の判断（本人の意思の推定が困難な場合）

本人の意思の推定が困難な場合は、関係者が協議し、本人にとっての最善の利
益を判断することとなる。（最後の手段）
（留意点）
① メリット・デメリットの検討
② 相反する選択肢の両立
③ 自由の制限の最小化

９ 意思決定支援ガイドライン
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（４）意思決定支援の枠組み

意思決定支援責任者の選任とアセスメント
（相談支援専門員やサービス管理責任者との兼務可）

意思決定支援会議の開催
（サービス担当者会議・個別支援会議と兼ねて開催可）

意思決定が反映されたサービス等利用計画や個別支援計画（意思決
定支援計画）の作成とサービスの提供、支援結果等の記録

モニタリングと評価及び見直し

フ
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ー
ド
バ
ッ
ク

９ 意思決定支援ガイドライン


